
 

令和７年度公益財団法人東京都スポーツ文化事業団デフリンピック準備運営本部  

内部監査計画 

 

 

1 令和６年度内部監査の状況 

デフリンピック準備運営本部（以下「準備運営本部」という。）では、東京都が策定した「国

際スポーツ大会への東京都の関与のガイドライン（以下「東京都のガイドライン」という。）」

等を踏まえて、監査室で事務及び事業全般の執行状況の内部監査を行うとともに、公益財団法

人東京都スポーツ文化事業団（以下「事業団」という。）の監事監査及び外部監査と三者で連携

を図っている。 

東京都のガイドラインでは、大会運営組織の本格活動時において、「ガバナンスの実効性の確

保と適切な見直し」等を着眼点にしていることから、令和６年度は、デフリンピック特有のテ

ーマやリスクの高い項目を重点的かつ横断的に確認することで、監査の実効性を高めるため、

重点監査と業務監査を実施した。  

また、三様監査体制により、監事監査及び外部監査と三者で定期的に意見交換を実施し連携

を図った。 

 

2 基本方針 

令和６年度の重点監査では、職員の増員や職員構成の変化、外部との接触機会の増加等が見

込まれることから、本部⾧及び各部にヒアリングを実施し、適切なガバナンス体制が十分に機

能しているか、業務プロセスにおいて適切な見直しが定期的に行われているか等について確認

した。業務監査では、契約事務、会計事務、文書事務、服務管理、情報管理等について規定等に

基づき適切に手続を実施していることを確認した。  

令和７年度は、大会実施時期であることから、準備運営本部においては、より一層コンプラ

イアンスの遵守が求められる。大会運営を公正・公平に実施していくために、大会運営に関す

る契約事務について職員が手続やルールを遵守した上で業務に取り組んでいるか等について、

引き続き確認していくことが重要である。  

また、大会を支える都民や企業などによる寄附・協賛事務については、職員が基本的なルー

ルや手続を的確に実施しているかについても確認していく必要がある。  

これらの観点から、令和７年度の内部監査は、令和６年度の内部監査での監査室ヒアリング

を踏まえて、より適切なガバナンス体制の確保やリスクアプローチ等の観点から、大会運営に

係る契約事務及び寄附・協賛事務を重点監査項目として重点監査を実施する。  

また、契約事務、会計事務、文書事務、服務管理、情報管理等については、令和６年度の内部

監査の状況等を踏まえ、運用面での改善等が適切に行われているかという観点から、業務監査

を実施する。  
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3 監査内容 

（１）重点監査 

令和７年度は、大会の実施時期に当たり、上記の基本方針に基づき、状況に応じて適切な

ガバナンス体制が十分に機能しているか等について、リスクアプローチの観点から、大会運

営に関する契約事務及び寄附・協賛金に関する事項を重点監査項目として、重点監査を実施

する。  

 

（２）業務監査 

   令和７年度は、契約事務、会計事務、文書事務、服務管理、情報管理等について適正性、経

済性、透明性、説明責任の担保等の観点から、業務監査を実施する。 

   

契約事務：財務契約検討会、指名業者選定委員会 等 

  会計事務：現金出納簿、現金等の管理、各種帳簿類の管理 等 

文書事務：事案の決定、文書等の管理、印章の管理 等   

  服務管理：出退勤記録、研修計画、研修実績 等 

  情報管理：情報の取扱い、セキュリティに関する取組 等 

 

4 監査機関同士の連携について 

令和７年度も引き続き事業団の監事監査及び外部監査とともに、三者で定期的に意見交換を

実施し、連携を図る。令和７年度は意見交換を２回実施する。  

１回目は６月に実施し、内部監査の状況を共有するとともに、監事監査及び外部監査の結果・

課題等を確認し、意見交換を行う。  

２回目は３月頃に実施し、内部監査の実施結果等を共有し、内部監査報告書についての意見

交換を行う。  

 

5 監査日程等について 

４～５月：内部監査（重点監査・業務監査）の実施  

6 月：監査機関同士の意見交換  

７月：内部監査（重点監査・業務監査）の実施  

12～1 月：内部監査（重点監査・業務監査）の実施  

3 月：監査機関同士の意見交換、内部監査報告書の公表  

 


